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第２章 計画をとりまく状況

１ 柏市の概況

柏市は，千葉県の北西部に位置し，東西の距離は約 18 キ ロメー

トル，南北の距離は約 15 キ ロ メートル，面積は約 114.7 平 方 キロ

メートルです。隣接する市は，東に我孫子市・印西市，利根川を挟

んで茨城県取手市・守谷市，南に鎌ヶ谷市・白井市，西に松戸市・

流山市，北に野田市となっています。

鉄道は，都心から放射状にＪＲ東日本・常磐線，常磐緩行線及び

首都圏新都市鉄道・つくばエクスプレスが，南北には東武鉄道・野

田線 (東武アーバンパークライン )が通っており，駅があります。

道路は，東京・茨城方面への国道 6 号線や常磐自動車道，埼玉・

千葉方面への国道 16 号 線が通っており，首都圏の放射・環状両方

向の交通幹線の交差部に位置する交通の要衝となっています。

図 2-1 柏 市 の 概 況
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２ 人口

柏 市 は ， 平 成 27 年 3 月 末 日 現 在 で 人 口 410,033 人 ， 179,764

世帯となっています。

人口は，つくばエクスプレス開業を契機とした沿線地区のまち

づくりの進展により，平成 22 年 8 月に 40 万人を突破し，その後

も緩やかに増加しています。

今後，つくばエクスプレス沿線地区の開発を中心とした人口流

入により，当面は人口増加が続くことが予想されますが，全国的

な少子高齢化の流れの中で，人口の伸びは次第に鈍化し，平成

37 年 を ピー ク に ，本 市 の 総人 口 は 減 少に転じると予想されてい

ます。

図 2-2 柏 市 の 人 口 ・ 世 帯 数 の 推 移
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３ ごみの排出状況

平成 27 年度のごみ排出量は，家庭系一般廃棄物が約 8.0 万ｔ，

事業系一般廃棄物が約 3.3 万ｔとなっており，人口及び世帯数が

増加する中，様々な減量施策により家庭系一般廃棄物は減少傾向

にありますが，景気の回復に伴い事業系一般廃棄物は増加傾向に

あります。

今後については，当面，つくばエクスプレス沿線地区の開発を

中心とした人口の増加が見込まれることから，ごみ量は，なお堅

調に推移することが見込まれます。

図 2-3 ご み 排 出 量 の 推 移
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４ 排出原単位の状況

旧柏地域における市民 1 人 1 日当たりのごみの平均排出量（排

出原単位）は，平成 27 年 度で 868g/人 /日 となっており，全国平

均・千葉県平均と比較して，いずれも下回っております。

なお，この値は，現計画における平成 28 年 度 目標値（ 870g）

を達成しています。

図 2-4 排 出 原 単 位 の 状 況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％減

870ｇ
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旧柏地域における市民 1 人 1 日当たりのごみの平均排出量（排

出原単位）の内訳をみると，家庭系は減少傾向にありますが，事

業系は平成 23 年度以降増加傾向となっています。平成 27 年度は，

家庭系 613g/人 /日，事業系 255g/人 /日となっています。

図 2-5 排 出 原 単 位 の 状 況
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５ 焼却処理の状況

旧柏地域におけるごみの焼却処理は，ごみ量の増加に伴い，柏

市第二清掃工場（以下「南部クリーンセンター」）を建設し，平

成 17 年度から南北二清掃工場体制で処理を行っています。

平 成 27 年 度 の ご み 焼 却 処 理 量 は ， 北 部 ク リ ー ン セ ン タ ー で

60,336t （ 165t/ 日 ） ， 南 部 ク リ ー ン セ ン タ ー で 31,596t （ 86t/

日）となっております。

注 各施設における年間焼却量を，暦日で割り返したもの

図 2-6 焼 却 処 理 日 量 の 推 移

【ことばの解説】計画処理能力
適正な焼却処理のためには，焼却炉の定期的なメンテナンスが必要です。
そのため，実際に焼却できる量は，焼却炉のカタログ上の仕様よりも少なくなりま

す。その，実際に焼却できる量が，計画処理能力です。
北部クリーンセンターの焼却炉の仕様は 1日 300t ですが，計画処理能力は 222t，
南部クリーンセンターの焼却炉の仕様は 1日 250t ですが，計画処理能力は 175t，

となります。
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６ 資源品の収集量と資源化率の状況

旧柏地域における資源品については，古紙を中心に，収集量，

総資源化率とも，平成 19 年度以降減少傾向にあります。

これは，新聞，雑誌の購読者の減少等ライフスタイルの変容が

主たる要因と考えられます。また，草木類や焼却灰については，

平成 23 年度以降は基準値を超える放射性物質が確認されたため，

資源化を中止していることも影響しています。

図 2-7 資 源 品 の 状 況

平成 28 年度目標
対平成 22 年度比５％増 33.5％
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７ 最終処分の状況

旧柏地域における最終処分量（柏市最終処分場において埋立処

分する焼却灰の量）については，灰溶融施設を有する南部クリー

ンセンターが本稼動した平成 17 年 度に大幅に減少して以降，横

ばい傾向となっていました。しかし，平成 23 年 度以降は放射性

物質を含む焼却灰について，資源化を中止し，緊急的かつ臨時的

な措置を講じているため，最終処分量が増加しています。

図 2-8 最 終 処 分 量 の 推 移

平成 27 年度目標
3,500ｔ以下
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８ ごみ処理に係る経費の状況

旧 柏 地 域 に お け るご み 処 理 に係 る 経 費 （減 価 償 却 費を 除 く 原

価）については， 32 億円から 40 億円の間で推移しています。

ごみ処理経費の主内増減要因は，資源品の売却価格の変動（資

源品売却額が上がれば，ごみ処理原価は下がる）にあり，ごみ処

理に必要な費用そのものには，あまり変化がない状況です。

図 2-9 減 価 償 却 費 を 除 く ご み 処 理 原 価 の 推 移

図 2-10 資 源 品 売 却 額 の 推 移


